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Press Release 
 

 

平成26年「障害者の雇用状況」の集計結果を公表します 

 

 

 

島根労働局(局長 古田宏昌)では、平成26年6月1日現在の県内の民間企業及び公的機関

における身体障害者、知的障害者及び精神障害者（以下「障害者」という。）の雇用状況

をとりまとめました。 

障害者の雇用の促進等に関する法律(以下「法」という。)では、1人以上の身体障害者

又は知的障害者を雇用することが義務づけられている事業主等に対して、毎年6月1日現在

の障害者の雇用状況の報告を求めており、同法の規定に基づき報告のあった「50人以上規

模」の企業523社及び地方公共団体等の状況をとりまとめたものです。 

 
島 根 労 働 局 発 表 

 
平成26年11月26日 

 

担 
島根労働局職業安定部職業対策課 

 
職業対策課長   松本 聡史 

  当 障害者雇用担当官 山本 幹彦 

  
 

℡ 0852-20-7022 

   
 

○集計結果の主なポイント 

 

【民間企業】（法定雇用率2.0％） 

① 実雇用率は2.02％（対前年比0.13Ｐ上昇）。全国第13位≪全国平均1.82％≫  

   

（注）実雇用率とは、法で雇用義務の生じる規模（50人以上）の企業で雇用される障害者数をその常用労働者数で 

除した率。 

  ② 法定雇用率を達成している企業割合は61.6％（322社）（対前年比4.4Ｐ上昇）。

全国3位≪全国平均44.7％≫ 

 

【公的機関】（法定雇用率2.3％。都道府県等の教育委員会は2.2％） 

③ 実雇用率は 

         県の機関で     2.53％（対前年比0.08Ｐ上昇） 

         市町村等の機関で    2.40％（対前年比0.08Ｐ上昇） 

         特殊法人等で        2.40％（前年と同率） 

         教育委員会で        1.92％（対前年比0.05Ｐ上昇） 

    

島根労働局 

厚生労働省 

【 表1・グラフ 】 

【 表２ 】 

～ 障害者雇用率は2.02％で全国13位、  

法定雇用率達成企業の割合は61.6％で全国3位 ～ 
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【参考】法定雇用率とは 

  民間企業、国、地方公共団体等は、それぞれ以下の割合（法定雇用率）に相当する人

数以上の障害者を雇用しなければならないこととされています。(法第38条及び第43条) 

  雇用義務の対象となる障害者は 、身体障害者又は知的障害者です。（なお、精神障

害者は雇用義務の対象ではありませんが、精神障害者保健福祉手帳を保持されている者

を雇用している場合は、実雇用率に算定することができます。） 

   【民間企業】 一般の民間企業 ・・・・・・・・・・ 2.0％ 

          （50人以上規模の企業） 

                  特殊法人等 ・・・・・・・・・・・・ 2.3％ 

                   （労働者数43.5人以上規模の特殊法人及び独立行政法人） 

    【国、地方公共団体】 ・・・・・・・・・・・・・・  2.3％ 

                  （43.5人以上規模の機関） 

    【都道府県等の教育委員会】 ・・・・・・・・・・・  2.2％ 

                   （45.5人以上規模の機関） 

  

 （ ）内は、それぞれの割合によって1人以上の障害者を雇用しなければならないこ

ととなる企業または機関の規模です。 

 

* 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その1人の雇用をもって、2人の身

体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされます。 

* 短時間労働者（１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の労働者）は、重度

身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者については1人とし、重度以外

の身体障害者又は重度以外の知的障害者及び精神障害者については、0.5人として

カウントされます。 

 ② 法定雇用率を達成している機関数 

         県の機関             3機関（対象機関  3機関） 

         市町村等            31機関（対象機関 33機関） 

         特殊法人等           2機関（対象機関  2機関） 

         教育委員会           1機関（対象機関  2機関） 

      (注) 教育委員会には、法定雇用率2.2％が適用される島根県教育委員会、松江市教育委員会を計上しています。 

法定雇用率が市町村等と同じ2.3％が適用される市町村教育委員会は、市町村等に計上しています。  

 ③ 公的機関における未達成機関 

    島根県教育委員会、松江市上下水道局、大田市立病院の3機関となっています。 

 

(注) 指導の結果、松江市上下水道局、大田市立病院は障害者の雇用不足を解消し、法定雇用率を達成済。 

  

【島根労働局・ハローワークの今後の取組み】 

   ○ 民間企業においては、法定雇用率達成指導を厳正に実施します。 

   ○ 公的機関は、民間に率先垂範して法定雇用率を達成する立場にあることから、

   未達成機関に対し局幹部職員による指導を徹底します。 

【 表4・5 】

【 表6 】 
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①法定雇用障害者数の算定
の基礎となる労働者数

②障害者の数 ③実雇用率
④法定雇用率達

成企業の数
/ 企業数 ⑤達成割合

(人) (人) (％) （企業） (％)

76,076.0 1,537.5 2.02 322 / 523 61.6

(75,317.5) (1,424.0) (1.89) (297) / (519) (57.2)

民間企業

平成26年「障害者の雇用状況」集計結果 

島根労働局 

１．民間企業における雇用状況について 

（１）実雇用率 

法定雇用率2.0％が適用される民間企業（常用労働者数50人以上規模企業）における実雇

用率は2.02％で、前年比で0.13ポイント上昇した。 

   ○伸びた理由‥企業における障害者雇用に対するコンプライアンス意識が高くなったため。 

【表１】 

 

 

 

 

 

 

（注） １ ①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、雇用されている常用労働者数から、障害

者の就業が困難であると認められる業種において、一定割合の労働者数を除外した人数である。 

    ２ ②欄の「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外 

の重度身体障害者及び重度知的障害者については、法律上 1人を 2人に相当するものとして 2.0 カウ 

ントを行い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については、 

法律上１人を 0.5 人に相当するものとして 0.5 カウントとしている。 

３ （ ）内は、平成 25 年 6月 1日現在の数値である。      

なお、精神障害者は、平成 18 年 4月 1日から実雇用率に算定されることとなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年６月１日現在 

参考 
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（２）法定雇用率達成企業割合 

法定雇用率を達成している企業割合は61.6％（322社）で、対前年比4.4ポイントの上昇

となった。これを企業規模別でみると、100～299人規模企業は62.5％（115社）、50～99人

規模企業は62.4％（186社）となっているが、300～499人規模企業は52.4％（11社）、500

～999人規模企業は50％(8社)、1,000人以上規模企業が50.0％（2社）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） （ ）内は、平成25年6月1日現在の数値である。 

     

（３）産業別状況 

法定雇用率2.0％を上回った産業は、「医療、福祉 （2.54％）」、「運輸業、郵便業 

（2.39％）」、「農業、林業（2.25％）」、「サービス業（2.06％）」、

「製造業（2.11％）」となっている。 

これについて「医療・福祉業」では、前年比66.0人(16.5％)の増加となっているが、特

にデータ入力や介護補助者として精神障害者の雇用が促進されたことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年６月１日現在 【表２】

/

(人)

76,076.0 1,537.5 2.02 322 / 523 61.6

( 75,317.5 ) ( 1,424.0 ) ( 1.89 ) ( 297 / 519 ) ( 57.2 )

18,579.5 354.5 1.91 186 / 298 62.4

( 18,600.0 ) ( 302.0 ) ( 1.62 ) ( 158 / 274 ) ( 57.7 )

30,436.0 572.5 1.88 115 / 184 62.5

( 29,423.0 ) ( 525.0 ) ( 1.78 ) ( 117 / 199 ) ( 58.8 )

7,369.5 203.5 2.76 11 / 21 52.4

( 7,753.0 ) ( 197.0 ) ( 2.54 ) ( 10 / 23 ) ( 43.5 )

11,257.5 240.5 2.14 8 / 16 50.0

( 11,016.0 ) ( 224.0 ) ( 2.03 ) ( 9 / 19 ) ( 47.4 )

8,433.5 166.5 1.97 2 / 4 50.0

( 8,525.5 ) ( 176.0 ) ( 2.06 ) ( 3 / 4 ) ( 75.0 )

50～99

100～299

300～499

500～999

1,000～

(人) (人) (％)

規模計

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ⑤達成割合
④法定雇用率
達成企業の数

企業数

（企業）(％)
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（注） （ ）内は、平成25年6月1日現在の数値である。 

 

平成２６年６月１日現在 【表３】

/

76,076.0 人 1,537.5 人 2.02 % 322 / 523 61.6 %
( 75,317.5 人 ) ( 1,424.0 人 ) ( 1.89 % ) ( 297 / 519 ) ( 57.2 % )

445.0 人 10.0 人 2.25 % 5 / 6 83.3 %

( 508.5 人 ) ( 12.0 人 ) ( 2.36 % ) ( 4 / 7 ) ( 57.1 % )
0.00 人        - 人         - %        - /    -       - %

( 192.0 人 ) ( 1.0 人 ) ( 0.52 % ) ( 1 / 3 ) ( 33.3 % )
0.00 人        - 人        - %        - /    -       - %

( 0.00 人 ) (        - 人 ) (        - % ) (        - /    - ) (       - % )
2,866.5 人 49.0 人 1.71 % 22 / 34 64.7 %

( 2,675.0 人 ) ( 44.5 人 ) ( 1.66 % ) ( 20 / 31 ) ( 64.5 % )
18,757.0 人 396.0 人 2.11 % 86 / 126 68.3 %

( 19,019.5 人 ( 392.0 人） ( 2.06 % ) ( 82 / 127 ) ( 64.6 % )
0.00 人        - 人        - %        - /    -       - %

( 59.0 人 ) (        - 人 ) (        - % ) ( 0 / 1 ) (       - % )
1,693.5 人 23.0 人 1.36 % 4 / 11 36.4 %

( 1,552.0 人 ) ( 21.5 人 ) ( 1.39 % ) ( 3 / 9 ) ( 33.3 % )
1,946.5 人 46.5 人 2.39 % 14 / 16 87.5 %

( 1,962.0 人 ) ( 46.5 人 ) ( 2.37 % ) ( 11 / 17 ) ( 64.7 % )
12,260.5 人 198.0 人 1.61 % 33 / 72 45.8 %

( 12,116.0 人 ) ( 176.5 人 ) ( 1.46 % ) ( 32 / 72 ) ( 44.4 % )
4,412.0 人 67.0 人 1.52 % 3 / 10 30.0 %

( 4,319.0 人 ) ( 73.0 人 ) ( 1.69 % ) ( 4 / 10 ) ( 40.0 % )
364.5 人 5.0 人 1.37 % 2 / 3 66.7 %

( 457.0 人 ) ( 5.0 人 ) ( 1.09 % ) ( 1 / 4 ) ( 25.0 % )
1,136.0 人 10.0 人 0.88 % 4 / 13 30.8 %

( 897.5 人 ) ( 8.0 人 ) ( 0.89 % ) ( 3 / 10 ) ( 30.0 % )
1,962.0 人 36.5 人 1.86 % 12 / 21 57.1 %

( 1,945.0 人 ) ( 27.0 人 ) ( 1.39 % ) ( 9 / 21 ) ( 42.9 % )
2,026.5 人 40.0 人 1.97 % 13 / 20 65.0 %

( 1,965.5 人 ) ( 30.5 人 ) ( 1.55 % ) ( 9 / 19 ) ( 47.4 % )
661.5 人 8.5 人 1.28 % 3 / 7 42.9 %

( 476.5 人 ) ( 5.0 人 ) ( 1.05 % ) ( 2 / 6 ) ( 33.3 % )
18,321.5 人 466.0 人 2.54 % 90 / 131 68.7 %

( 17,713.0 人 ) ( 400.0 人 ) ( 2.26 % ) ( 82 / 128 ) ( 64.1 % )
4,374.0 人 82.0 人 1.87 % 8 / 13 61.5 %

( 4,485.5 人 ) ( 81.0 人 ) ( 1.81 % ) ( 9 / 14 ) ( 64.3 % )
4,849.0 人 100.0 人 2.06 % 23 / 40 57.5 %

( 4,974.5 人 ) ( 100.5 人 ) ( 2.02 % ) ( 25 / 40 ) ( 62.5 % )

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

建設業

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ⑤達成割合

産　業　別

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

④法定雇
用率達成
企業の数

企業数

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

複合サービス事業

サービス業（他に分類にされないもの）

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

金融業、保険業
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２．地方公共団体等における雇用状況 

法定雇用率2.3％が適用される県、市町村、特殊法人等の機関における実雇用率をみると

県の機関は2.53％、市町村等の機関は2.40％、特殊法人等も2.40％となり、前年との比較で

は県の機関、市町村等の機関とも0.08ポイント上昇し、特殊法人等は前年と変動がなかった。 

    また、法定雇用率2.2％が適用される県等の教育委員会における実雇用率は1.92％で、前

年より0.05ポイント改善した。 

   これは公的機関として民間企業に率先し達成しようとする意欲の現れであると思われる。 

 

① 法定雇用率2.3％が適用される地方公共団体等 

 【表４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（注） 1  ①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職

員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を基に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。 

2 （ ）内は、平成25年６月１日現在の数値である。 

 

② 法定雇用率2.2％が適用される県等の教育委員会 

【表５】 

 

 

 

 

 

 

（注） 1  ①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職

員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。 

2  法定雇用率2.2％が適用される機関とは、都道府県の教育委員会及び一定の市町村の教育委員会である。 

3 （ ）内は、平成25年６月１日現在の数値である。 

 

 

 

 

平成２６年６月１日現在 

①法定雇用障害者数の算定
の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率
④法定雇用率達

成機関の数
/ 機関数 ⑤達成割合

(人) (人) (％) （機関） (％)

4,679.5 118.5 2.53 3 / 3 100.0

(4,649.5) (114.0) (2.45) (3) / (3) (100.0)

7,877.0 188.5 2.40 31 / 33 93.9

(7,860.0) (182.5) (2.32) (29) / (32) (90.6)

1,954.5 47.0 2.40 2 / 2 100.0

(1,918.5) (46.0) (2.40) (2) / (2) (100.0)

県の機関

市町村の機関

特殊法人等

平成２６年６月１日現在 

①法定雇用障害者数の算定
の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率
④法定雇用率達

成機関の数 /
機関数 ⑤達成割合

(人) (人) (％) （機関） (％)

5,971.5 114.5 1.92 1 / 2 50.0

(6,040.0) (113.0) (1.87) (1) / (2) 50.0
教育委員会
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　③　機関別障害者の雇用状況
【表６】 　　　　　平成２６年６月１日現在

島 根 県 3,852 99 2.57 0

島 根 県 病 院 局 480 11 2.29 0

島 根 県 警 察 本 部 347 .5 8 .5 2.45 0

松 江 市 1,108 29 2.62 0

浜 田 市 625 14 2.24 0

出 雲 市 923 21 2.28 0

益 田 市 358 10 2.79 0

大 田 市 471 16 3.39 0

安 来 市 433 .5 10 2.31 0

江 津 市 236 8 3.39 0

雲 南 市 410 9 2.20 0

奥 出 雲 町 200 .5 5 2.49 0

飯 南 町 127 4 3.15 0

川 本 町 80 1 1.25 0

美 郷 町 130 2 1.54 0

邑 南 町 218 5 2.29 0

津 和 野 町 154 4 2.60 0

吉 賀 町 91 3 3.30 0

海 士 町 76 1 1.32 0

西 ノ 島 町 83 .5 2 2.40 0

隠 岐 の 島 町 187 4 2.14 0

浜 田 市 教 育 委 員 会 187 4 2.14 0

出 雲 市 教 育 委 員 会 124 3 2.42 0

益 田 市 教 育 委 員 会 61 1 1.64 0

大 田 市 教 育 委 員 会 119 3 2.52 0

安 来 市 教 育 委 員 会 71 1 1.41 0

雲 南 市 教 育 委 員 会 48 1 2.08 0

松 江 市 上 下 水 道 局 132 .5 2 1.51 1

松 江 市 交 通 局 50 1 2.00 0

松 江 市 立 病 院 394 .5 10 2.53 0

出 雲 市 立 総 合 医 療 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 129 2 1.55 0

安 来 市 立 病 院 106 3 2.83 0

雲 南 市 立 病 院 174 5 2.87 0

隠 岐 広 域 連 合 立 隠 岐 病 院 120 2 1.67 0

大 田 市 立 病 院 162 .5 0 0.00 3

邑 智 郡 公 立 病 院 組 合 87 2 .5 2.87 0

島 根 県 教 育 委 員 会 5,775 .5 108 .5 1.88 18 .5

松 江 市 教 育 委 員 会 196 6 3.06 0

国 立 大 学 法 人 島 根 大 学 1,776 .5 40 2.25 0

公 立 大 学法 人 島 根 県 立 大学 178 7 3.93 0

（注）松江市上下水道局及び大田市立病院は、達成済となっている

　

　

　

％

教

育

委

員

会

　

　

％

特

殊

法

人

　

　

　

　

％

市

町

村

公

営

企

業

部

局

 ②障害者の数  ③実雇用率  ④不 足 数

(人） (人） (％） (人）

　

　

　

％

県

の

機

関

　

　

　

　

　

％

市

町

村

等

の

機

関

　

　

　

％

市

町

教

育

委

員

会

機  　関    名

① 法定雇用障害者数の算

定の基礎となる職員数雇用率

2.3

2.3

2.3

2.3

2.2

2.3



  

- 8 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　(参考)　　　　　　　　　　　都道府県別民間企業の実雇用率・達成企業割合の状況

実雇用率 達成割合

実雇用率 (対前年増減)
法定雇用率達成

企業の割合
(対前年増減)

全国 1.82  0.06 全国 44.7 2.0  38,760 ／  86,648

1 山口 2.46  0.14 1 佐賀 66.4 2.8  355 ／  535

2 大分 2.28  0.13 2 宮崎 63.4 4.1  455 ／  718

3 佐賀 2.27  0.10 3 島根 61.6 4.4  322 ／  523

4 福井 2.26  0.00 4 鹿児島 57.8 1.5  617 ／  1,068

5 奈良 2.22  0.00 5 徳島 57.5 4.2  233 ／  405

6 岡山 2.16  0.22 6 長野 57.2 3.8  840 ／  1,468

7 宮崎 2.15  0.12 7 和歌山 57.0 △0.2  302 ／  530

8 長崎 2.15  0.05 8 香川 56.5 △2.6  434 ／  768

9 沖縄 2.15  0.03 9 奈良 56.2 0.3  295 ／  525

10 熊本 2.14  0.05 10 沖縄 55.8 2.7  465 ／  834

11 和歌山 2.06  0.03 11 長崎 55.7 1.8  517 ／  928

12 高知 2.04  0.11 12 大分 55.4 0.4  403 ／  727

13 島根 2.02  0.13 13 秋田 55.1 4.1  375 ／  680

14 鹿児島 2.02  0.00 14 滋賀 54.9 3.1  413 ／  752

15 長野 1.96  0.08 15 富山 54.7 0.4  521 ／  952

16 京都 1.95  0.02 16 高知 54.5 0.0  268 ／  492

17 岩手 1.93  0.06 17 福井 53.5 2.2  345 ／  645

18 徳島 1.90  0.13 18 岩手 52.9 3.3  478 ／  904

19 北海道 1.90  0.05 19 熊本 52.7 1.2  593 ／  1,125

20 兵庫 1.90  0.07 20 山口 52.5 2.9  443 ／  844

21 広島 1.90  0.05 21 三重 52.2 5.7  521 ／  999

22 鳥取 1.88  0.11 22 石川 51.8 3.4  480 ／  927

23 香川 1.88  0.02 23 山形 51.6 1.3  446 ／  864

24 山形 1.88  0.08 24 群馬 51.6 3.5  668 ／  1,295

25 滋賀 1.87  0.06 25 山梨 51.5 5.2  274 ／  532

26 富山 1.85  0.06 26 栃木 51.1 4.8  534 ／  1,046

27 青森 1.83  0.05 27 岐阜 51.0 1.9  688 ／  1,350

28 石川 1.82  0.13 28 鳥取 50.6 △2.9  209 ／  413

29 大阪 1.81  0.05 29 茨城 50.2 2.7  696 ／  1,387

30 福岡 1.80  0.04 30 岡山 50.0 2.2  654 ／  1,307

31 埼玉 1.80  0.09 31 新潟 49.8 5.1  840 ／  1,688

32 静岡 1.80  0.07 32 兵庫 49.1 1.8  1,479 ／  3,010

33 山梨 1.79  0.09 33 福島 47.9 1.4  604 ／  1,260

34 岐阜 1.79  0.05 34 北海道 47.6 1.9  1,512 ／  3,179

35 三重 1.79  0.19 35 静岡 47.6 1.5  1,235 ／  2,597

36 群馬 1.79  0.06 36 千葉 47.5 3.2  989 ／  2,082

37 東京 1.77  0.06 37 京都 47.4 0.5  773 ／  1,630

38 千葉 1.77  0.06 38 青森 47.2 0.9  405 ／  858

39 秋田 1.77  0.10 39 愛媛 47.0 3.1  424 ／  902

40 福島 1.76  0.07 40 福岡 46.2 0.6  1,495 ／  3,239

41 栃木 1.76  0.08 41 宮城 45.7 2.7  623 ／  1,364

42 新潟 1.75  0.10 42 広島 45.1 0.9  921 ／  2,044

43 茨城 1.75  0.09 43 埼玉 43.7 3.8  1,195 ／  2,737

44 神奈川 1.75  0.06 44 大阪 42.6 2.0  3,008 ／  7,060

45 愛知 1.74  0.06 45 愛知 41.9 1.3  2,279 ／  5,444

46 愛媛 1.74  0.01 46 神奈川 41.6 1.6  1,741 ／  4,184

47 宮城 1.74  0.03 47 東京 30.3 1.8  5,393 ／  17,827

　　　事業所）が所在する都道府県において、集計したものである。

法定雇用率達成企業の数都道府県名都道府県名

（注）都道府県別の状況は、企業の主たる事業所（特例子会社等の認定を受けている企業にあたっては、その親会社の主たる

　　　　　平成２６年６月１日現在


